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平成 31 年度牧之原市当初予算の概要について 
 
 

１ 当初予算の総額 
(単位：千円、％) 

会  計  名 
平成 3 1 年度 
予 算 額 

平成 3 0 年度 
予 算 額 

前年度比較 

増減額 伸率 

一 般 会 計 20,330,000 20,480,000 △150,000 △0.7 

特 別 会 計 10,103,144 9,769,102 334,042 3.4 

 
国 民 健 康 保 険 
特 別 会 計 

5,174,966 4,943,354 231,612 4.7 

 
後 期 高 齢 者 医 療 
特 別 会 計 

495,703 464,082 31,621 6.8 

 介 護 保 険 特 別 会 計 4,418,377 4,349,503 68,874 1.6 

 土 地 取 得 特 別 会 計 392 401 △9 △2.2 

 
農 業 集 落 排 水 事 業 
特 別 会 計 

13,706 11,762 1,944 16.5 

小     計 30,433,144 30,249,102 184,042 0.6 

水道事業 
 

会 計 

収
益
的 

収 入 1,042,535 1,054,587 △12,052 △1.1 

支 出 983,678 1,001,228 △17,550 △1.8 

資
本
的 

収 入 155,950 209,561 △53,611 △25.6 

支 出 444,378 446,438 △2,060 △0.5 

合     計 31,861,200 31,696,768 164,432 0.5 

 

 

２  当初予算の概要 
 
（１）総括 
 
【一般会計】 
・ 今年度の予算は、前年度比 1 億 5,000 万円、率にして 0.7％の減となったが、合併以降

２番目に大きい 200 億円を超える大型予算となった。 

・ 第２次総合計画後期基本計画の初年度となり、戦略プロジェクトに基づく効果的な官民

連携により、交流定住人口の増加、住みやすい地域づくり、財政運営の健全化などを実

現し、持続可能なまちづくりに取り組む。 

・ 具体的には、サーフィン競技を核としたホストタウン推進事業や砂あそイベントなどの

沿岸部活性化事業、本番を迎える田沼意次侯生誕 300 年記念事業、新婚世帯や子育て世

帯に移住・定住を促す施策の充実・継続など若者世代等の定住の促進、おもてなしや賑

わいを創出する事業に予算付けをした。 

・ また、まきのはら産業・地域活性化センターなど事業推進体制の整備や消費税率引上げ

に伴う事業として幼児教育・保育無償化事業、プレミアム付商品券発行事業にも予算配

分をした。 
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・ さらに、小学校校舎改修やＩＣＴ教育に対応した環境整備、多子世帯保育料軽減、切れ

目のない子育て支援、妊産婦移動支援、こども医療費助成などの支援も引き続き予算化

した。 

・ 公共施設マネジメント基本計画に基づく老人会館（相良）や市営住宅（菅山団地、大原

団地の一部）、消防団詰所（第６分団仁田器具置場、第 10 分団落居詰所）の解体工事費

及び相良公民館の解体設計費を計上した。 

・ 安全・安心のまちづくりとしては、２年目となる防災行政無線（同報系）デジタル化整

備のほか、地頭方漁港海岸防潮堤整備、Ｌ２防潮堤基本設計業務、消防団詰所建設（坂

部、地頭方南）、耐震防火水槽設置、相良地区放射線防護施設整備などに予算措置をした。 

・ 道路橋りょうの整備についても、道路ストック補修支援事業や空港隣接事業にも継続予

算を確保した。 

・ そのほか、東名高速道路相良牧之原インターチェンジ北側区域の開発事業や再生可能エ

ネルギー施設導入可能性調査業務などについても予算措置をした。 

・ 財政調整基金繰入金 9.5 億円、減債基金繰入金３億円、臨時財政対策債６億円を計上し

財源調整を行った。 

 

【特別会計】 
・ 国民健康保険特別会計は、事業納付金の増加と医療費予測に基づく予算額である。 

・ 後期高齢者医療特別会計は、保険料の賦課見込みなどに基づく予算である。 

・ 介護保険特別会計は、平成 30 年度からの３ヶ年計画に基づく予算を計上している。 

・ 土地取得特別会計は、用地取得の予定がないため、基金管理等の予算である。 

・ 農業集落排水事業特別会計は、笠名地区の農業集落排水施設最適整備構想の策定により

増額になっている。 

 
【公営企業会計】 
・ 水道事業会計は、安全で良質な水の安定供給を目指し、老朽化した水道管の更新を図る

予算である。 

 
（２）歳入（一般会計） 
 

・ 市税は、前年度を大幅に上回る 8,155,540 千円（前年度比 7.3％増）を見込んだ。主た

る増額要因は市民税で、雇用・所得環境の改善により個人消費の持ち直しが続いている

ことや市内大手企業の業績が堅調に推移していることから個人、法人ともに増額とし、

特に法人市民税は４億円を超える大幅な伸びを見込み、市民税全体では前年度比 16.4％

の増加とした。 

・ 平成 31年 10 月に予定されている消費税率引上げにあわせ、車体課税の大幅な見直しに

より自動車取得税交付金が廃止され、新たに環境性能割交付金が交付されるため、それ

ぞれ半年分を計上した。また、地方特例交付金は、増税の影響の平準化対策の軽減措置

による補填や幼児教育無償化に係る地方負担分が措置されることから、前年度比

485.7％の増加の 164,000 千円とした。 

・ 国庫支出金は、市道壱丁田北線の災害復旧事業や市道大倉壱丁田線新設工事などの社会

資本整備総合交付金事業の完了により 156,629 千円（前年度比 6.8％減）の減額となっ

た。 

・ 県支出金は、空港隣接事業や地頭方漁港海岸防潮堤整備事業、参議院議員及び県議会議

員選挙費などにより 139,343 千円（前年度比 8.3％増）の増額になった。 

・ 市債については、総合健康福祉センター大規模改修事業や榛原文化センターホール棟解

体事業、市道大倉壱丁田線新設事業の完了等により 269,900 千円（前年度比 10.2％減）

の減額となったが、３年連続で 20 億円を超え、前年度に引き続き元金償還額を上回る

2,366,800 千円の計上となった。 
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（３）歳出（一般会計） 

 
平成 31 年度に実施する事業を総合計画における６つの政策により整理した主要な事業

は、以下のとおりである。（別冊、予算参考資料の「平成 31 年度 主要事業等」参照） 
◎印は、第２次総合計画における戦略プロジェクトを示す。 

 

１【健康福祉】 

子育て支援センター運営事業 

育児不安を抱え、地域で孤立しがちな乳幼児の保護者が安心して子育

てできる環境を整備する。 

２，０９２万円 

切れ目のない子育て支援事業（こどもセンター） 

 こどもに関わる様々な相談・情報を集約し、切れ目ない支援を実施す

る。主に、発達に課題のある児童への支援を継続的に行うための体制づ

くりを進める。 

８４４万円 

こども医療費助成事業 

 平成30年10月から高校生以下に適用を拡大した子どもに係る医療費

の自己負担分を全額助成することにより、子育て世帯の経済的負担の軽

減と早期受診による子どもの健全な育成を図る。 

１億９，９５４万円 

勝間田保育園改修事業〈新規〉 

 保育環境の改善を図るため、園舎の空調設備、窓サッシの高断熱化等

の改修を実施する。 

１，７４５万円 

多子世帯経済的負担軽減事業（保育料軽減事業） 

 第３子以降の保育料を無償化（３歳児以上）、保護者の経済的負担を

軽減し、少子化に歯止めをかける。（６ヶ月分） 

 対象：第３子以降の１号・２号利用料（３歳以上） 

 保育料減額分（公立園、私立保育園） 11,859 千円 

 負担金等増額分（私立園）       3,933 千円 

１，５７９万円 

幼児教育・保育無償化事業〈新規〉 

 10 月予定の消費税率引上げによる財源を活用し、子育て世帯を応援

するため幼児教育・保育無償化事業を実施する。（６ヶ月分） 

 対象：３歳から５歳、２歳以下の住民税非課税世帯の児童 

 保育料減額分（公立園、私立保育園）  69,290 千円 

 負担金等増額分（私立園等）      33,437 千円 

１億２７３万円 

地域医療振興事業 

 牧之原市内に診療所等を開設する医師に対し、開設にかかる費用の一

部を助成することで、医療サービスの充実を図る。 

５，０００万円 
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産婦健診・産後ケア事業 

 産後の初期段階における母子に対する支援を強化し、妊娠期から子育

て期に渡る切れ目ない支援体制の整備として、産後うつの予防及び新生

児への虐待予防を図る。 

３４７万円 

妊産婦通院等支援事業 

 榛原総合病院の産科休診に伴う対応として、妊産婦の通院等に要する

費用の一部を助成する。 

９００万円 

◎砂あそイベント事業〈新規〉 

 海辺を活用したイベントを開催し、幼児から高齢者まで実施できるマ

リンスポーツ等の推進及び地頭方港周辺地域の賑わいの場を提供する。 

１６７万円 

 

２【教育文化】 

学校再編事業〈新規〉 

 「望ましい教育のあり方」の検討を受け、キャリア教育を軸とした「小

中一貫教育」や「コミュニティ・スクール」の導入検討を行う。 

２５１万円 

英語力向上サポート事業 

 外国人英語指導助手を増員し、語学力の向上により、国際理解教育の

推進を図る。イングリッシュキャンプを実施し、子ども達の学習意欲の

向上を図る。また、教員の向上を目的で英語指導法研修等を実施する。 

２，５５０万円 

学習支援サポーター配置事業 

 学習支援サポーターを増員し、児童生徒に応じて学習活動の支援や指

導を更に充実させる。 

２，１０５万円 

理科支援員配置事業 

 郷土出身の鈴木梅太郎博士や山﨑貞一氏のように、子ども達が理科・

科学分野への関心を高めるため、理科授業を一層充実させるとともに、

実験等の環境を整えることで授業を改善し、学力の向上を図る。 

２５５万円 

ＩＣＴ活用推進事業 

 校務用ソフトを活用し、業務合理化、授業の質向上を支援し、教職員

が最重要な役割に集中し能力を発揮できるよう環境を整備する。また、

授業支援ソフトの活用により、授業実践による児童生徒の興味関心を高

めるとともに授業の工夫改善研究を更に進める。 

５，３３３万円 

学校施設改修事業 

 学校の教育環境の改善を図るため、老朽化した校舎の屋上防水、外壁

クラック補修、空調整備等を実施する。 

 ［川崎小学校工事、 細江小学校設計］ 

６，４４６万円 
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３【産業経済】 

◎まきのはら産業・地域活性化センター事業〈新規〉 

 一般社団法人を設立し、観光業、農業、漁業、商工業など多業種と連

携しながら地域資源を観光商品化して誘客を図り、「牧之原観光経済圏」

を形成する。 

２，０５７万円 

◎田沼意次侯生誕 300 年記念事業 

 相良藩主として郷土発展の礎を築いた「田沼意次侯」の生誕 300 年の

年を契機に、功績の顕彰をするとともに、有用な地域資源として、観光

交流人口の拡大や地元経済の活性化に繋げる。 

３，９４０万円 

◎ホストタウン推進事業 

 全国初のホストタウン登録を受けたサーフィン競技を核とした交流

事業を推進することにより、地域の人的・経済的・文化交流を図ること

で、オリンピックをきっかけとした沿岸部の賑わいを創出する。 

９９６万円 

茶業振興事業 

 市全体の茶産業振興のため、茶関係団体の育成支援、静岡牧之原茶の

ブランド力強化を図るとともに、茶業経営の効率化を図るため中間管理

機構を活用した茶園集積や乗用型機械の導入支援を実施する。 

３，５４５万円 

献上茶謹製事業〈新規〉 

 高品質な茶の産地をＰＲするとともに、生産者の自覚を促すため、皇

室に静岡牧之原茶を献上する事業をＪＡ、手揉茶保存会と連携し実施す

る。 

１００万円 

茶複合経営推進事業〈新規〉 

 茶業経営の安定を図るため、「茶＋α」の複合経営の推進に向けた取

組を行う。茶園から補完作物に転作するための経費を補助する事により

農業者を支援する。 

１００万円 

◎産業支援センター事業〈新規〉 

 中小企業者、小規模企業者が経営改善、事業承継、創業支援など様々

な相談に対して解決までの筋道を提示できる総合的に一括受付相談で

きる窓口を設置し支援する。 

１９３万円 

にぎわい創出商業活性化事業〈新規〉 

 市内商業の活性化を図るため、商業団体等が実施するにぎわい創出の

イベント開催や商店の魅力発信などの事業を支援する。 

２４０万円 

◎創業支援事業〈新規〉 

 新たな事業の創出を促進し市内産業の振興を図るため、市内で起業す

る者に対して必要な経費を支援する。 

１００万円 

ふるさと納税推進事業 

 財源確保と市内産業の活性化を目的に、ふるさと納税をした者に地元

特産品を贈る。（寄附金見込みは３億円） 

１億８，４２５万円 
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プレミアム付商品券発行事業〈新規〉 

 消費税率引上げが低所得者・子育て世帯に与える影響の緩和と地域に

おける消費の喚起・下支えのため、低所得者・子育て世帯主向けのプレ

ミアム商品券を発行する。 

６，２８４万円 

◎静波海岸公衆トイレ整備事業〈新規〉 

 東京五輪開催に伴い正式種目になるサーフィン競技の２か国のホス

トタウンとしての整備と観光地としての海水浴場における快適性の向

上を図る。 

８，１１６万円 

物産センター管理運営事業〈新規〉 

 市内で生産した新鮮な農林水産品及び加工品展示及び販売を行い地

場産業の振興を図る。 

５，８７５万円 

◎新拠点開発推進事業 

 東名高速道路相良牧之原インターチェンジ北側地区の開発を推進す

るため、土地区画整理事業の実施に向けた調査、牧之原市ＩＣ北側土地

区画整理準備組合に対する支援等を行う。 

１，５２７万円 

 

４【生活基盤】 

◎移住・定住促進補助事業 

 移住・定住を促進するため、市への居住の節目に条件を満たした場合

に補助金等を交付する。（子育て家族定住奨励金、空き家活用リフォー

ム等補助金、結婚新生活支援助成金、しあわせ新婚さん家賃助成金） 

７，１２２万円 

◎移住就業支援事業〈新規〉 

 東京圏からの移住促進及び中小企業等の人材確保を目的として創設

した、地方創生推進交付金事業を活用した移住・就業制度の要件を満た

す場合に補助金を交付する。 

４６０万円 

公共施設再生可能エネルギー設備導入可能性調査事業〈新規〉 

 エネルギー構造高度化・転換理解促進事業補助金を活用し、公共施設

での再生可能エネルギー施設の導入可能性を調査する。 

１，３４６万円 

◎道路ストック補修支援事業 

 道路交通の安全性を確保するとともに、道路施設の長寿命化を推進す

るため、事後保全から予防保全に転換し、道路ストック総点検結果に基

づき、市道の橋梁、舗装や法面などの痛みの程度が高い施設の補修を計

画的に実施する。 

６億８２３万円 

空港隣接事業（道路整備事業） 

 市道八ツ枝毛ヶ谷線改良事業 

 市道坂部細江線改良事業 

市道並木外之久保線改良事業 

３億１００万円 



 

 7

市道新設改良事業〈新規〉 

 市道の新設や改良整備計画推進のため、概略設計等を実施する。 

市道大江東中線（東中橋Ｌ＝52ｍ）Ｌ＝1,050ｍ 

 市道黒子静波線（後川橋Ｌ＝45ｍ）Ｌ＝700ｍ 

４，１００万円 

細江地区浸水対策事業 

 市内の浸水被害低減のため、事業効果の検証を行い実効性のある対策

を含めた総合的な治水対策を実施する。 

準用河川沢垂川浸水対策工事、権九川改修工事 

６，２２６万円 

空港隣接事業（準用河川辻川改修事業） 

 空港隣接地域の道路冠水や浸水被害を防ぐため、河川改良を実施す

る。 

４，３００万円 

ふるさと体験の森公園多目的広場・駐車場整備事業〈新規〉 

 多目的広場や駐車場を拡張し、機能の充実を図り多くの人が楽しめる

公園とする。 

２，５６８万円 

 

５【防災】 

地頭方漁港海岸防潮堤整備事業 

 レベル１津波対策事業として、市が管理している地頭方漁港海岸の防

潮堤の整備を実施する。 

１億５，６１０万円 

都市防災事業 

 市道須々木大溝線改良、津波避難地避難路２路線 

避難誘導看板設置 13 か所、ソーラー照明灯設置 18 か所 

９，０９８万円 

Ｌ２防潮堤基本設計業務委託〈新規〉 

 津波被害から市民の生命財産を守るため、国県が整備するＬ１防潮堤

の背後にＬ２津波に対応できる防潮堤の基本設計を行う。 

１，０００万円 

静岡地域消防救急広域化事業 

 島田市、吉田町、川根本町とともに静岡市に消防救急業務を委託し、

消防力の強化を図る。 

６億７，１６０万円 

消防団員中型免許取得事業〈新規〉 

 新免許制度の普通免許しか取得していない団員では、現在の消防車両

は運転ができないため、準中型免許取得費用の一部を補助することによ

り、消防団活動の支援を行う。 

１０万円 
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◎坂部消防館建設事業 

 消防団組織再編計画により３分団（坂部地区）の詰所を集約し、坂部

消防館の建設を行う。 

１億５，５２０万円 

◎地頭方消防館建設事業〈新規〉 

 消防団組織再編計画により 10 分団（地頭方地区）の５か所の詰所を

２か所に統廃合する。 

耐震性防火水槽設置事業〈新規〉 

 消防水利の充実のため、耐震性防火水槽の整備を行う。 

消防ポンプ自動車購入事業〈新規〉 

 老朽化した第４分団の消防ポンプ車の更新を図り、消防団活動に万全

を期す。 

仁田防災広場整備事業〈新規〉 

 災害復旧が迅速にできるように災害時に多目的な使用ができる防災

広場を整備する。 

１，６９７万円 

洪水ハザードマップ作成事業〈新規〉 

 新たに公表された大井川と市内２級河川（水位周知河川）の最大浸水

想定の洪水ハザードマップを作成し、全戸配布する。 

４９５万円 

防災行政無線（同報系）デジタル化整備事業 

 総務省の新スプリアス規格に対応するため、防災行政無線（同報系）

のデジタル化整備を実施する。（債務負担２年目） 

３億６，７１１万円 

相良地区放射能防護対策施設整備事業〈新規〉 

 原子力災害時に長距離避難による健康リスクの高いＰＡＺ圏内の要

支援者等の一時避難施設となる相良地区の新たな鉄筋コンクリート造

りの放射線防護対策施設の整備を進めるための造成設計を行う。 

２，５００万円 

 

６【市政経営】 

会議録検索システム導入事業〈新規〉 

 議会情報のスムーズな公開を目的として会議録検索システムを導入

し、インターネットを利用した会議録の迅速な検索を可能とすることに

より、市民への情報発信を図る。 

２８４万円 

文書管理保管支援事業〈新規〉 

 公文書の管理保存のルールの見直しを行うと共に、既存書庫内文書の

整理を行うことで、健全な公文書の管理保管体制の構築を図る。（債務

負担） 

２８６万円 

地域振興基金積立事業 

 合併特例債を財源に４年間で 16 億円の地域振興基金を積み立てる。

平成 29 年度から実施し、３年目となる。 

４億円 
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情報発信事業（ホームページ更新）〈新規〉 

 スマートフォン対応や台風等災害時での速やかな情報発信、セキュリ

ティー対策強化、閲覧者が目的の情報に即座にたどりつくなどを目的に

ホームページの全面リニューアルを図る。 

９１３万円 

◎若者に魅力あるサービス等創出支援事業〈新規〉 

 若者の市外流出に歯止めをかけるため、若者が求める住環境、ライフ

スタイルを提供するための新産業、新サービスの創出に官民連携で取組

むことで、第二次総合計画後期基本計画「戦略プロジェクト」の強力な

推進を図る。 

５５０万円 

アウトソーシング事業（窓口業務・税証明等） 

 市民課及び相良窓口課における住民票の写し・印鑑登録証明・税証明

等の窓口交付事務をアウトソーシングし、ワンストップサービスの拡充

を図る。 

２，８６７万円 

◎老人会館解体事業〈新規〉 

 築 40 年を経過し雨漏り等の老朽化が著しいため、公共施設マネジメ

ント基本計画に基づき取壊しを行う。 

４，４８３万円 

◎公営住宅等ストック総合改善事業 

 公営住宅等長寿命化計画に基づき市営住宅のストック総合改善事業

を実施する。 

４，１９２万円 

◎相良公民館解体事業〈新規〉 

 耐震性が低く、かつ老朽化が進んでいることから平成 29 年３月末を

もって閉館とした相良公民館の解体に向けた設計を実施する。 

４００万円 

 


